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第４次基本構想・前期基本計画（案）と第３次基本構想・後期基本計画の対照表 

第２部第４章 福祉と健康 ※「成果・活動指標」「施策の体系」「主な事業」を除く 

 

【凡例】下線＝変更部分（挿入・修正、削除） 

【【【【地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉】】】】    

第４次基本構想・前期基本計画（素） 第３次基本構想・後期基本計画 備考 

 
■ 現況と課題 
市民生活を支えるものとして、ライフステージにあわせた

地域における「新たな支え合い」が求められています。また、
地域社会のセーフティネットとして、低所得者の自立と福祉
を向上させていくことも要望されています。 
 私たちの住む小金井市では、民生委員・児童委員の活動の
充実と社会福祉協議会と連携を図るとともに、平成１５年に
福祉オンブズマン制度を整備して、地域福祉の向上に努めて
きました。また、低所得者福祉の推進を図るため、国・東京
都の施策に協力し、相談体制の充実を図っています。 
 今後は、制度などの枠組みを超えて総合的、横断的、計画
的に地域福祉施策を計画的に推進するとともに、福祉会館の
耐震化、福祉オンブズマンの利用促進を図り、社会福祉協議
会や各種団体・ＮＰＯとの協働による日常生活圏域での地域
ケアネットワークの構築が課題となっています。また、低所
得者福祉では、自立に向けて、心身共にサポートを図ること
が必要とされています。 
 
 
 
 
 
 
 
■ 施策の方向性 
すべての市民が健康で文化的な生活を送ることができるよ

【【【【低所得者低所得者低所得者低所得者・・・・ひとりひとりひとりひとり親家庭福祉親家庭福祉親家庭福祉親家庭福祉】】】】    
■ 現況と課題 

生活保護制度生活保護制度生活保護制度生活保護制度はははは、、、、健康健康健康健康でででで文化的文化的文化的文化的なななな最低限度最低限度最低限度最低限度のののの生活生活生活生活をををを保障保障保障保障
しししし自立自立自立自立をををを助長助長助長助長するするするする制度制度制度制度ですですですです。。。。生活保護受給世帯生活保護受給世帯生活保護受給世帯生活保護受給世帯ではではではでは、、、、高齢高齢高齢高齢
者世帯者世帯者世帯者世帯、、、、単身世帯単身世帯単身世帯単身世帯、、、、ひとりひとりひとりひとり親世帯親世帯親世帯親世帯のののの占占占占めるめるめるめる割合割合割合割合がががが高高高高くなっくなっくなっくなっ
ていますていますていますています。。。。最近最近最近最近はさらにはさらにはさらにはさらに、、、、倒産倒産倒産倒産ややややリストラリストラリストラリストラなどによってなどによってなどによってなどによって職職職職
をををを失失失失ったったったった世帯世帯世帯世帯がががが増加増加増加増加していますしていますしていますしています。。。。またまたまたまた、、、、生活保護生活保護生活保護生活保護のののの受給受給受給受給まままま
でででで至至至至らないらないらないらない世帯世帯世帯世帯でもでもでもでも、、、、生活基盤生活基盤生活基盤生活基盤のののの弱弱弱弱さのためさのためさのためさのため、、、、社会経済状社会経済状社会経済状社会経済状
況況況況のののの影響影響影響影響をををを受受受受けけけけ、、、、不安定不安定不安定不安定なななな生活生活生活生活をおくっているをおくっているをおくっているをおくっている実情実情実情実情もありもありもありもあり
ますますますます。。。。    
一方一方一方一方、、、、離婚離婚離婚離婚などによるひとりなどによるひとりなどによるひとりなどによるひとり親家庭親家庭親家庭親家庭のののの増加増加増加増加もももも目立目立目立目立ってきってきってきってき

ていていていていますますますます。。。。    
今後今後今後今後ともともともとも、、、、生活保護生活保護生活保護生活保護をををを必要必要必要必要とするとするとするとする世帯世帯世帯世帯やひとりやひとりやひとりやひとり親家庭親家庭親家庭親家庭のののの

生活生活生活生活のののの安定安定安定安定とととと自立自立自立自立をををを促促促促すためすためすためすため、、、、適正適正適正適正なななな援助援助援助援助のののの実施実施実施実施やややや相談体相談体相談体相談体
制等制等制等制等のののの充実充実充実充実をををを図図図図るるるる必要必要必要必要がありますがありますがありますがあります。。。。 
 
本市の生活保護世帯数は、昭和60 年から平成５年までは

年々減少していましたが、平成６年からは再び増加傾向に
転じています。生活保護世帯の内訳を見ると、近年は高齢
者世帯、単身世帯、ひとり親世帯の増加が目立っており、
その生活実態に即した支援や自立助長が求められます。 
低所得者に対する対策については、国、東京都の施策に

よるものですが、市としても就労機会の確保に向けた相談
指導体制の充実を図る必要があります。 
 
■施策の方向性 
生活困窮者の生活を保障するとともに、生活実態に即し
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う、誰もが安心して暮らせる助け合いのまちづくりを目指し
て総合的な地域福祉の推進を図り、福祉活動の拠点である福
祉会館の整備、社会福祉協議会など各種団体との連携・協働
を推進します。 
生活困窮者に対しては、心身共にサポートし、保護して適

切な支援を行うとともに、就労などの自立の支援を進め、福
祉の向上を図ります。 
 
■主な取組 
１ 地域福祉の推進 
（１）総合的な地域福祉の推進 

【新】（仮称）保健福祉総合計画を策定し、誰もが安心して暮
らせる助け合いのまちづくりのため、地域福祉の総合的か
つ計画的な推進を図ります。 

・ あらゆる福祉サービスの苦情・意見を受け付けられる福祉
オンブズマン制度の活用により、福祉サービスの総合的・
横断的な改善を図ります。 

（２）地域の福祉活動の推進 
【新】地域の福祉活動の拠点である福祉会館の耐震化を推進

し、更なる活用を図ります。 
・ 社会福祉協議会などの活動を支援するとともに、民生委

員・児童委員や各種団体とも連携・協働して、各種の福祉
活動を推進します。 

 
２ 低所得者福祉 
（１）生活の保障 
･  すべての市民が健康で文化的な生活を送ることができる

よう、生活保護制度に基づいて適切な支援を行うととも
に、就労支援などの自立支援を推進します。 

・ 国・東京都に対し、社会経済情勢の変化や地域の生活実態
をふまえた柔軟な保護制度の整備・充実を要請します。 

 
・ 準要保護世帯に対しては、社会福祉協議会の協力を得て、

生活福祉資金・緊急福祉資金貸付制度、相談業務の充実
を図ります。 

た支援を充実し、生活の向上と自立の助長に努めます。 
ひとり親家庭については、経済的自立と安定した生活が

営めるよう助成制度や相談体制の充実を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 低所得者福祉 
（１） 生活の保障 
 
 
 
・ 国、東京都に対し、社会経済情勢の変化や地域の生活実

態をふまえた柔軟な保護制度の整備・充実を要請しま
す。 

・ 準要保護世帯に対しては、社会福祉協議会の協力を得
て、生活福祉資金・緊急福祉資金貸付制度、相談業務の
充実を図ります。 
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（２）暮らしの支援 
・ 生活実態に即した支援を充実します。 
・ 低所得者の生活の自立に向けた相談・指導体制を充実し

ます。 
 

（２）くらしの支援 
・ 生活実態に即した支援を充実します。 
・ 低所得者の生活の自立に向けた相談・指導体制を充実し

ます。 

    

【【【【高齢者福祉高齢者福祉高齢者福祉高齢者福祉】】】】    

第４次基本構想・前期基本計画（案） 第３次基本構想・後期基本計画 備考 

■ 現況と課題 
近年では、他の分野の充実を求める声にやや押される形と

なっていますが、高齢化が一層進む中で、高齢者福祉の更な
る充実は変わらず強く求められています。 
私たちの住む小金井市では、高齢者の生きがいづくりを進

めるとともに、介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画に基
づいて、認知症サポーターの養成、地域包括支援センターの
整備、「小金井さくら体操」（小金井市介護予防体操）の充実、
地域密着型サービスの整備などを進めてきました。シルバー
人材センターへの加入率や市民の平均寿命の長さは全国でも
トップクラスとなっています。 
今後は、生きがいづくりから一歩進めて、高齢者を地域活

性化に貢献する人材として活躍の場づくりを進めるととも
に、予防重視型のシステムの確立を進め、地域に密着した介
護基盤の整備や地域包括ケアの充実などを図ることが課題と
なっています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

■現況と課題 
わがわがわがわが国国国国のののの全人口全人口全人口全人口にににに占占占占めるめるめるめる 65 65 65 65 歳以上歳以上歳以上歳以上のののの割合割合割合割合はははは、、、、平成平成平成平成 14 14 14 14 年年年年

にはにはにはには 18.518.518.518.5％、％、％、％、第第第第１１１１次次次次ベビーブームベビーブームベビーブームベビーブーム世代世代世代世代がががが高齢者高齢者高齢者高齢者となるとなるとなるとなる平成平成平成平成
27 27 27 27 年年年年にはにはにはには、、、、    
26262626％％％％とととと予測予測予測予測されていますされていますされていますされています。。。。高齢社会高齢社会高齢社会高齢社会におけるにおけるにおけるにおける介護介護介護介護のののの仕仕仕仕組組組組

みはみはみはみは、、、、介護保険制度施行後介護保険制度施行後介護保険制度施行後介護保険制度施行後６６６６年年年年がががが経過経過経過経過しししし、、、、サービスサービスサービスサービス利用利用利用利用がががが
倍増倍増倍増倍増するなどするなどするなどするなど、、、、国民国民国民国民のののの高齢期高齢期高齢期高齢期をををを支支支支えるえるえるえる制度制度制度制度としてとしてとしてとして定着定着定着定着してしてしてして
きましたきましたきましたきました。。。。またまたまたまた、、、、保健福祉保健福祉保健福祉保健福祉サービスサービスサービスサービスのありのありのありのあり方方方方もももも、、、、高齢者高齢者高齢者高齢者のののの
生活機能生活機能生活機能生活機能のののの低下低下低下低下をををを未然未然未然未然にににに防止防止防止防止しししし、、、、生活機能生活機能生活機能生活機能をををを維持維持維持維持・・・・向上向上向上向上ささささ
せるためにせるためにせるためにせるために介護予防介護予防介護予防介護予防をををを推進推進推進推進するなどするなどするなどするなど、、、、大大大大きなきなきなきな転換期転換期転換期転換期をををを迎迎迎迎ええええ
ますますますます。。。。今後今後今後今後ますますますますますますますます増加増加増加増加するするするする高齢者高齢者高齢者高齢者がすこやかにがすこやかにがすこやかにがすこやかに過過過過ごせるごせるごせるごせる
しくみやしくみやしくみやしくみや環境環境環境環境づくりがづくりがづくりがづくりが課題課題課題課題となっていますとなっていますとなっていますとなっています。。。。    
本市本市本市本市においてもにおいてもにおいてもにおいても、、、、いきいきくらせるいきいきくらせるいきいきくらせるいきいきくらせる地域地域地域地域づくりやづくりやづくりやづくりや安心安心安心安心・・・・

安全安全安全安全のののの仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり、、、、介護予防事業介護予防事業介護予防事業介護予防事業やややや介護保険事業介護保険事業介護保険事業介護保険事業をををを中心中心中心中心
としたきめとしたきめとしたきめとしたきめ細細細細かなかなかなかな施策施策施策施策をををを展開展開展開展開するするするする必要必要必要必要がありますがありますがありますがあります。。。。    
 
本市の人口に占める 65 歳以上の割合は、平成５年には

11.3％であったものが、平成 13 年には15.4％、平成 18 年
には 17.0％と年々増加の一途をたどり、21 世紀半ばには、
約３人に１人が 65 歳以上の超高齢社会を迎えることが予
測されています。 
また、高齢者夫婦のみの世帯は、平成７年（国勢調査）

には 2,932 世帯であったものが平成 12年（同調査）では
3,635 世帯と約 1.3 倍に増加しています。同様にひとりぐ
らし高齢者世帯も、2,099 世帯から 2,969 世帯と約 1.4 倍
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■ 施策の方向性 
元気な高齢者が社会に積極的に参加できるよう、活躍の場

の拡充や世代間交流の促進を図るとともに、高齢者の安心・
生活支援のため、身近な場所での相談体制やかかわりの必要
な高齢者への支援体制の充実、関係諸機関とのネットワーク
の整備を推進します。 
また、高齢者ができる限り元気に暮らせるよう、高齢者自

身の参加による「小金井さくら体操」（小金井市介護予防体操）
などの健康づくりや地域で支え合う仕組みづくりを進めると
ともに、支援や介護が必要となった高齢者には、状況に応じ
た適切なサービスを提供できるよう、社会全体で支える体制
を整える介護保険事業の充実を図ります。 
 
■ 主な取組 
１ 高齢者の活躍の場づくり 
（１） 活躍の場の拡充 
・ 関係機関と連携し、就労を望む高齢者の適性と能力に応

じた就労の場の拡充を図ります。 
・ 高齢者の能力や知識・経験をいかした就労の場として、

シルバー人材センター事業の拡充を支援し、仕事の発注
を拡大するとともに、活動拠点の整備を図ります。 

・  高齢者が積極的に地域活動に参加できるよう、ボランテ
ィアを求めている団体などの情報提供の充実を図ります。 

に増加しています。高齢者の増加に伴い、認知症高齢者等
を含め重度の介護サービスが必要となる高齢者も増加して
いくことが予想されます。 
このような状況のなか、医療、保健、福祉の連携を強化

し、介護予防サービスや介護サービス等の地域に密着した
サービス提供の取組を進めることが必要です。 
一方で、いきいきと働き、趣味やスポーツ・レクリエー

ションを楽しみ、地域活動に参加する高齢者も増加してい
ます。こうした元気な高齢者が生きがいをもって豊富な人
生経験と知識・技能が発揮できる場の確保が求められてい
ます。 
 
■施策の方向性 
高齢者が社会に積極的に参加できるよう生きがい対策や

就業対策などの環境整備を進めるとともに、高齢者と他世
代とがふれあい、支えあう地域づくりを推進します。 
また、高齢者の自立を支援するために、高齢者が住み慣

れた地域で住み続けられるよう介護予防事業の充実を図る
とともに、介護が必要となった場合には、適切なサービス
が受けられるよう介護サービスの基盤整備に努めます。 
 
 
 
 
 
 
１ いきいきくらせる地域づくり 
（１） 就労の場の拡充 
・ 関係機関と連携し、就労を望む高齢者の適性と能力に応

じた就労の場の拡充を図ります。 
・ 高齢者の能力や知識・経験を生かした就労の場として、

シルバー人材センター事業の 拡充を支援し、仕事の発
注を拡大するとともに、活動拠点の整備を図ります。 
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（２）世代間交流の促進 
【拡】高齢者が知識や経験をいかし、地域社会の担い手として、

放課後子ども教室など、他世代とともに活動できる様々な
場と機会の充実を図ります。 

（３）高齢者の生きがいづくり 
・ 老人クラブなど、地域に根差した高齢者の生きがい活動

を支援し、活性化を図ります。 
 
 
・ 高齢者の健康増進と仲間づくりを進めるため、市民農園

との調整を図りながら、高齢者（いきいき）農園事業を
充実します。 

 
 
 
 
 

 

 

２ 高齢者の生活支援 
（１）かかわりの必要な高齢者支援体制の充実 
・ 軽度生活援助事業、食の自立支援事業、緊急ショートス

テイ事業など介護保険の対象とならない事業についても
介護予防の観点からサービスを見直します。 

 
・ ひとり暮らし高齢者などの安心・安全を確保するため、

地域で活動している民生委員や社会福祉協議会との連携
を深め、地域の情報が提供できる仕組みづくりを推進し
ます。 

（２）認知症高齢者の支援 
・ 早期の診断対応から始まる継続的な地域支援の体制づく

りや地域住民全体に認知症に関する正しい知識と理解が
浸透するよう情報を提供します。 

（３）地域包括支援センターの活動の推進 
・ 地域包括支援センターを地域の高齢者の心身の健康の保

（２）交流の促進 
・ 高齢者が知識や経験を生かし、地域社会の担い手とし

て、他世代とともに活動できる場と機会の充実を図りま
す。 

 
・ 地域社会に根ざした老人クラブ等の活動を支援し、活性

化を図ります。 
・ 地域の集会施設を活動拠点とした高齢者の生きがい活

動を充実します。 
・ 高齢者の健康増進と仲間づくりを進めるため、市民農園

との調整を図りながら、高齢者（いきいき）農園事業を
推進します。 

（３）生涯学習とスポーツの振興 
・ 公民館などを活用した高齢者向けの文化学習事業や趣

味活動の場を充実します。 
・ 高齢者を対象としたシニアスポーツフェスティバルや

いきいき健康スポーツ教室等のスポーツ・レクリエーシ
ョン活動の場を充実します。 

 
２ 安心・安全の仕組みづくり 
（１）在宅生活支援サービスの充実 
・ 軽度生活援助事業、食の自立支援事業、緊急ショートス

テイ事業など介護保険の対象とならない事業について
も介護予防の観点からサービスを見直します。 

（２）ひとりぐらし高齢者等の支援 
・ ひとりぐらし高齢者等の安心・安全を確保するため、地

域で活動している民生委員や社会福祉協議会との連携
を深め、地域の情報が提供できる仕組みづくりを推進し
ます。 

（３）認知症高齢者の支援 
・ 早期の診断対応から始まる継続的な地域支援の体制づ

くりや地域住民全体に認知症に関する正しい知識と理
解が浸透するよう情報を提供します。 

（５）地域包括支援センターの整備 
・ 地域包括支援センターを、地域の高齢者の心身の健康の
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持、医療・保健・福祉の向上、介護予防の推進、生活の
安定のために必要な援助、支援を包括的に行う拠点とし
て、充実を図ります。 

（４）関係諸機関とのネットワークの整備・充実 
・ 市内を中央線と小金井街道を機軸に北東部、北西部、南

東部、南西部の４つの日常生活圏に分け、各種サービス
の基盤を整備します。また、日常生活圏域ごとの地域包
括支援センターなどの公的なサービスと社会福祉協議会
を核とする民間団体、ボランティアなどが連携をとって、
地域で支援する人材の養成、登録体制、サービス提供体
制を整備します。 

 
・ 高齢者の虐待防止、成年後見制度の活用など高齢者の権

利擁護を適切に行うため、権利擁護センターなどの関係
機関との連携協力体制を整備します。 

（５）国民年金の窓口・相談体制の充実 
・ 日本年金機構と連携しつつ、安心して年金を受けられる

ようにするため、国民年金の窓口・相談体制の充実を図
ります。 

 
 
 
 
３ 介護予防事業の充実 
（１）健康生活づくりの推進 
・ 加齢による身体機能や生活機能の低下を防止し、疾病の

予防と早期発見及び健康づくりのため、生活機能評価健
診の活用、かかりつけ医との連携の強化及び各種健康相
談事業の充実を図ります。 

【新】介護予防策の一環として「小金井さくら体操」（小金井
市介護予防体操）を充実し、地域で取り組む介護予防の充
実を推進します。 

（２）地域支援事業の推進 
・ 保健・医療・福祉が連携し、機能訓練などの健康増進事

業、虚弱高齢者を対象とした転倒予防、認知症予防など

保持、医療・保健・福祉の向上、介護予防の推進、生活
の安定のために必要な援助、支援を包括的に行う中核機
関として、各日常生活圏域に整備します。 

（４）地域ケア体制の充実 
・ 市内を中央線と小金井街道を機軸に北東部、北西部、南

東部、南西部の 4 つの日常生活圏に分け、各種サービ
スの基盤を整備します。また、日常生活圏域ごとの地域
包括支援センター等の公的なサービスと社会福祉協議
会を核とする民間団体、ボランティア等が連携をとっ
て、地域で支援する人材の養成、登録体制、サービス提
供体制を整備します。 

（６）権利擁護事業の推進 
・ 高齢者の虐待防止、成年後見制度の活用など高齢者の権

利擁護を適切に行うため、権利擁護センター等の関係機
関との連携協力体制を整備します。 

 
 
 
 
（７）住宅・居住環境の整備 
・ 高齢者住宅等、公営住宅の総合的な管理と情報提供、住

宅改修相談を充実し、適切な居住環境の整備を図りま
す。 

３ 介護予防事業の充実 
（１）健康生活づくりの推進 
・ 加齢による身体機能や生活機能の低下を防止し、疾病の

予防と早期発見及び健康づくりのため、基本健康診査の
活用、かかりつけ医との連携の強化及び各種健康相談事
業の充実を図ります。 

 
 
 
（２）地域支援事業の推進 
・ 保健・医療・福祉が連携し、機能訓練等の老人保健事業、

虚弱高齢者を対象とした転倒予防、認知症予防などの介
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の介護予防事業を統合して行う地域支援事業を推進しま
す。 

 
４ 介護保険事業の充実 
（１）介護・介護予防サービスの充実 
・ 高齢者のニーズにあった介護サービスの基盤整備や第三

者評価制度を活用したサービス情報の提供に努めます。 
・ 身近な日常生活圏域に、グループホームなどの地域に密

着したサービスの基盤整備に努めます。 
・ 介護保険事業を、予防重視型システムへ転換し、効果的

な介護予防サービスを提供します。 
・ 市民、サービス事業者、学識経験者で構成する介護保険

運営協議会を充実し、介護保険事業及び高齢者保健福祉
施策を総合的に推進します。 

・ やすらぎ支援事業やショートステイなど、介護をしてい
る家族の負担を軽減するための事業・サービスの充実を図
ります。 

 

護予防事業を統合して行う地域支援事業を推進します。 
 
 
４ 介護保険事業の充実 
（１）介護サービス・介護予防サービスの充実 
・ 高齢者のニーズにあった介護サービスの基盤整備や第

三者評価制度を活用したサービス情報の提供に努めま
す。 

・ 身近な日常生活圏域に、グループホーム等の地域に密着
したサービスの基盤整備に努めます。 

・ 介護保険事業を、予防重視型システムへ転換し、新たな
介護予防サービスを提供します。 

・ 市民、サービス事業者、学識経験者で構成する介護保険
運営協議会を充実し、介護保険事業及び高齢者保健福祉
施策を総合的に推進します。 

 

 

【【【【子子子子どもどもどもども家庭福祉家庭福祉家庭福祉家庭福祉】】】】    

第４次基本構想・前期基本計画（案） 第３次基本構想・後期基本計画 備考 

■ 現況と課題 
近年、子育ち支援について急速に関心が高まっており、従

来からの子育て支援とともに、様々な支援が求められていま
す。少子化の進展に伴い、子育て家庭支援については強く改
善が求められています。 
私たちの住む小金井市では、平成１９年に子ども家庭支援

センターを「先駆型子ども家庭支援センター」に移行させた
ほか、保育所の拡充・整備や児童館機能を活用した子育てひ
ろばの運営、適正な規模での学童保育を推進するための学童
保育所の整備など、子育てを支援する環境の質の向上に努め
てきました。しかし、合計特殊出生率が東京都平均を下回る
一方、保育所の待機児童数が９１人（平成２２年４月）とな
っています。 

■ 現況と課題 
子子子子どもはどもはどもはどもは未来未来未来未来をををを担担担担うううう大切大切大切大切なななな宝宝宝宝でありでありでありであり、、、、そのそのそのその人権人権人権人権がががが尊重尊重尊重尊重ささささ

れるなかでれるなかでれるなかでれるなかで、、、、心身心身心身心身ともにともにともにともに健健健健やかなやかなやかなやかな成長成長成長成長がががが望望望望まれますまれますまれますまれます。。。。    
子子子子どもはどもはどもはどもは、、、、遊遊遊遊びやびやびやびや人人人人とのふれあいをとのふれあいをとのふれあいをとのふれあいを通通通通じてじてじてじて想像力想像力想像力想像力やややや個性個性個性個性

をををを身身身身につけにつけにつけにつけ、、、、自我自我自我自我やややや他人他人他人他人へのへのへのへの思思思思いやりをはぐくんでいくもいやりをはぐくんでいくもいやりをはぐくんでいくもいやりをはぐくんでいくも
のですがのですがのですがのですが、、、、近近近近年年年年はははは、、、、こうしたこうしたこうしたこうした経験経験経験経験やややや体験体験体験体験をするをするをするをする環境環境環境環境がががが少少少少なななな
くなってきていますくなってきていますくなってきていますくなってきています。。。。またまたまたまた、、、、妊娠妊娠妊娠妊娠、、、、出産出産出産出産、、、、育児育児育児育児にににに対対対対するするするする不不不不
安安安安やややや悩悩悩悩みをもつみをもつみをもつみをもつ親親親親がががが増加増加増加増加していることもしていることもしていることもしていることも社会問題社会問題社会問題社会問題としてとしてとしてとして取取取取
りあげられていますりあげられていますりあげられていますりあげられています。。。。    
子育子育子育子育てやてやてやてや青少年青少年青少年青少年のののの健全育成健全育成健全育成健全育成においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、家庭家庭家庭家庭がががが大大大大きなきなきなきな役役役役

割割割割をををを果果果果たすことはもちろんですがたすことはもちろんですがたすことはもちろんですがたすことはもちろんですが、、、、地域地域地域地域がががが一体一体一体一体となってとなってとなってとなって子子子子
育育育育てやてやてやてや青少年青少年青少年青少年のののの健全育成健全育成健全育成健全育成をををを支援支援支援支援するするするする環境環境環境環境づくりがづくりがづくりがづくりが求求求求められめられめられめられ
ていますていますていますています。。。。    
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少子化の原因にはワーク・ライフ・バランスなどの要因も
絡み、他の施策も含めて考えていく必要がありますが、今後
も待機児童の解消など子育て支援策を充実させるとともに、
地域が一体となって子育てを支援する体制を整備し、「小金井
市で子育てをしたい」という人々を増やしていくことが重要
です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本市の１人の女性が生涯に産む子どもの数（合計特殊出
生率）は、平成９年の 1.15 人から平成 15 年には 1.08 人
と微減傾向にあり、東京都の 1.00 人よりは若干高いもの
の、低い水準となっています。また、平成元年に16,241 人、
総人口比 15.9％を占めていた 15 歳未満の年少人口も、平
成 17 年には 13,546 人、12.4％と、16年間で 2,695 人 3.5 
ポイント減少しています。 
この少子化に歯止めをかけるため、子育て環境の改善を

はじめ、関連する施策の充実は急務となっています。 
子どもは、遊びや人とのふれあいを通じて、豊かな創造

力と個性を身につけ、社会の担い手としての自覚や他人へ
の思いやりなどをはぐくんでいくものです。しかし、少子
化や核家族化が進むにつれて、子どもたちがこうした経験
や体験をする環境が少なくなってきています。 
一方、共働き家庭やひとり親家庭の増加、女性の社会進

出や晩婚化、近所づきあいの希薄化などが進行するなかで、
子どもを育てる親の側にとって、妊娠、出産、育児に対す
る不安や悩みが増加しつつあります。また、保育需要が増
大し、市立、民間あわせて 11 園（定員 1,145 人、平成 17 年
４月現在）ある本市の保育園は、０歳から５歳までの待機
児が 88 人となっています。 
また、子育てや青少年の健全育成において家庭の役割が

大きいのは当然ですが、親が子育ての喜びを感じながら安
心して子育てのできる環境づくり、青少年が社会の一員と
して自覚と責任をもてる健全育成に向けて、地域の役割も
大きくなっており、今後も地域と一体となった施策に取り
組む必要があります。 
こうしたなか本市では、平成 13 年３月に「のびゆくこど

もプラン 小金井」を策定し、各種子育て教室の開催、一時
保育や産後支援ヘルパー派遣事業など、子育て支援の総合
的な施策を展開し、平成16年１月には「小金井市子ども家
庭支援センター」も新たに設置しました。 
また、国は平成 15 年７月に「次世代育成支援対策推進法」

を制定し、児童福祉法の一部改正も行いました。これによ
って市町村に義務付けられた行動計画の策定とあわせて計
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■ 施策の方向性 
出生率や年少人口比率の低下を改善させることは緊急の課

題であり、待機児童の解消など、保護者や子どもたちのニー
ズに合った保育サービスの拡充及び人材の育成、ひとり親家
庭を含めた経済的支援や発達支援を含めた相談体制・情報提
供などの充実を図り、だれもが安心して子育てができるよう、
子育て家庭の支援を進めます。 
子どもの健やかな成長のために、子どもの権利が守られ、

子どもが様々な体験と仲間づくりができる場や機会の拡大を
図り、子どもの自主性と社会性をはぐくむ子育ちを支援しま
す。また、学校、図書館、児童館、学童保育所や保育所など
の施設の活用を推進するとともに、地域との連携などにより、
子育ち・子育て環境の充実と、家庭の安全で安心な環境づく
りを推進します。 
 

■ 主な取組 
１ 子育ち支援 
（１）総合的な子ども家庭福祉の推進 
・ 「のびゆくこどもプラン 小金井」（次世代育成支援行動

計画）に基づき、子どもの幸福を第一として、子育ち・
子育ての環境を整備します。 

・ 子育ち・子育て支援の総合的施策の推進に向けて、横断
的な推進体制の強化を図ります。 

（２）子どもの権利が尊重される社会づくり 
【拡】平成元年に国連で採択された子どもの権利に関する条約

の理念に基づき、子どもの権利が十分尊重され、健やかに
成長する地域社会の土台づくりとして子どもの権利に関
する条例が策定されたことに伴い、普及などに努めます。 

・ 不登校やいじめ、虐待などに対しては、関係機関との連
携を強化し、地域とともに健全育成を推進します。 

・ 子どもが抱えている様々な問題解決のため、子ども自身

画の見直しを行い、平成 17 年８月には、「のびゆくこども
プラン小金井」を改定し「小金井市次世代育成支援行動計
画」を策定しました。 
 
■ 施策の方向性 
子どもの人権が尊重される社会環境づくりを進めるとと

もに、健全育成のための地域環境の充実をめざします。 
すこやかな子どもの成長を支えるため、子育て家庭の支

援に努めます。 
家庭の負担を軽減し、地域における子育ての拠点として

期待される保育所・保育サービスの充実をめざします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 子どもの健全育成支援 
（１） 総合的な子育て支援の推進 
・ 子育ち・子育て環境の充実を目指して、「のびゆくこど

もプラン 小金井」（小金井市次世代育成支援行動計画）
に基づき、総合的な施策を推進していきます。 

・ 子育ち・子育て支援の総合的な施策の推進に向けて、横
断的な推進体制の充実を図ります。 

（２）子どもが尊重される社会づくり 
・ 平成元年に国連で採択された「子どもの権利に関する条

約」の理念に基づき、子ども自身が十分尊重される地域
社会の土台作りとして「子どもの権利に関する条例」を
制定します。 

・ 不登校やいじめ、虐待などに対しては、関係機関との連
携を強化し、地域とともに健全育成を推進します。 

・ 子どもたちが抱えているさまざまな問題解決のため、子
どもたち自身が気軽に相談できるよう体制の整備を推
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が気軽に相談できるよう体制の整備を推進します。 
（３）子どもの豊かな体験と仲間づくりの支援 
・ 子どもの豊かな体験づくりに向けて、豊かな自然環境な

どをいかした遊びと学びの機会づくりを推進します。 
【 
【拡】子どもの体験事業やボランティア体験など、子どもの自

立をはぐくむ体験活動の充実を図ります。 

【拡】子どもの居場所と交流の場を確保するため、児童館の整
備を図るとともに、児童館などの利用時間の延長や施設な
どの充実を推進します。 

・ ・ 親子の遊び場を提供し、交流を促進するため、子ども家庭
支    援センターなどでのひろば事業などの充実を図ります。 
【拡】小学校の校庭及び保育所・学童保育所などの開放や公園

の整備などを進め、子どもが安心して集える遊び場の充実
を図ります。 

・ 公共施設や民間施設を利用して、中高生などの青少年の
スポーツ活動や音楽活動などの場を確保します。 

 
２ 子育て家庭の支援 
（１） 保育サービスの拡充 

【拡】認可保育所、認証保育所の計画的な拡充を図るとともに、
保育室、家庭福祉員（保育ママ）の保育環境の充実に努め、
待機児解消を図ります。 

【拡】多様化する保育ニーズへの対応を図るため、保育時間の
更なる延長、病児・病後児保育、夜間保育、休日保育など
保育サービスの充実を検討します。また、安全でおいしく
栄養バランスの取れた給食及び食育を充実します。 

【拡】子どもの健やかな育成と子どもを預ける保護者の安心の
確保のために、保育園における相談体制、情報提供や人材
の育成などの充実を図ります。 

【拡】学童保育所を整備して必要に応じて定員の増加に努める
とともに、利用時間の延長など、安心して預けられる学童

進します。 
（３）子どもの体験と仲間づくりの支援 
・ 子どもの豊かな体験づくりに向けて、豊かな自然環境な

どを生かした遊びと学びの機会づくりを推進します。 
 
・ プレイリーダーの育成やボランティア体験など、子ども

たちの自主性を育む事業を充実します。 
３ 地域の子育ち・子育て環境の充実 
（１）地域での学びの環境整備 
・ 学校週５日制の導入などをふまえ、子どものための健全

な遊び場や交流活動の場を確保するため、引き続き児童
館や遊び場などの整備を進めるとともに、利用時間の延
長や施設内容の充実について検討します。 

 
 
・ 子どもの活動の場である学校や図書館など公共施設を

充実します。 
 
・ 公共施設や民間施設を利用して、中高生などの青少年の

スポーツ活動や音楽活動などの場を確保します。 
 
２ 子育て家庭の支援 
（１） 家庭の生活支援 
・ 多様化する保育ニーズに対応した夜間保育、休日保育、

病後児保育など、保育サービスを検討するとともに、認
可保育所・認証保育所の誘致及び保育室、家庭福祉員（保
育ママ）などの保育環境の向上を行い保育内容の充実を
図ります。 

 
 
・ 子育てについての不安や悩みを解消するため、相談体制

の充実や子育てに必要な情報提供、子育て講座を充実し
ます。 

・ 学童保育所を整備し、学童保育を充実します。 
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保育の拡充を図ります。 
【【拡】育児休業制度の充実や事業所内の保育施設の併設など、

職場における子育て環境の整備を事業所に働きかけてい
きます。 

（２）経済的支援の充実 
・ 子育て家庭に対する子ども手当・子どもの医療費助成な

どの充実を図り、子どもを産み育てるために必要な経済
的負担を軽減する施策を推進します。 

 
・ 母子福祉資金の貸付制度などの経済的援助を、母子・父

子共通の制度とするよう国や東京都に要望していきま
す。 

・ ひとり親家庭の経済的自立と生活の安定を図るため、各
種手当の継続などの支援とともに特に母子家庭の母の就
労に向けた支援を充実します。 

 
（３）相談体制・情報提供などの充実 
・ 心身ともに健康な母親と、子どもの出生と育成のため、

健康診査の実施や相談事業などの母子保健事業を充実し
ます。 

・ すべての子育て家庭に向けた情報提供、子育ちや子育て
に関する相談体制、子育ての仲間づくりの場、学習の機
会を充実させるための取組をします。 

 
・ ひとり親家庭や障がい児を抱える家庭など子育ち・子育

てに困難を抱える家庭が、安心して子育てができるよう、
個々の家庭の状況に応じて、きめ細やかな配慮と支援が
受けられるよう努めます。 

・  
 

【新】発達相談など子育て相談機能の充実を図り、体制の整備
も含め子育ちと子育ての支援の充実を図ります。 

 
３ 地域の子育ち・子育て環境の充実 
（１） 安心して子育てできる環境整備 

 
・ 育児休業制度の充実や事業所内の保育施設の併設など、

職場における子育て環境の整備を事業所に働きかけて
いきます。 

 
・ 子育て家庭、子どもを産み育てるために必要な経済的負

担を軽減する施策を充実します。 
 
※「ひとり親家庭福祉」から移動 
・ 児童扶養手当などの支給や母子福祉資金の貸付制度な

どの経済的援助を、母子・父子共通の制度とするよう国
や東京都に要望していきます。 

・ 経済的自立と生活の安定を図るため、関係機関との協
力を強め、各種手当の支給、医療費補助等のサービス
を継続するとともに、母子家庭の母の就労を支援しま
す。 

 
・ 心身ともに健康な母親と、子どもの出生と育成のため、

健康診査の実施や相談事業などの母子保健事業を充実
します。 

 
 
 
 
（２）困難を抱える家庭の支援 
・ ひとり親家庭や障害児を抱える家庭が、安心して子育て

ができるよう家庭の状況に応じた支援を充実します。 
・ 虐待を受ける可能性のある子どもや養育が困難な家庭

の子どもなど、個々の状況に応じてきめ細やかな支援の
充実を図ります。 

 
 
 
３ 地域の子育ち・子育て環境の充実 
（１） 地域での学びの環境整備 
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【【【【障障障障がいがいがいがい者福祉者福祉者福祉者福祉】】】】    

第４次基本構想・前期基本計画（案） 第３次基本構想・後期基本計画 備考 

■ 現況と課題 
障がいのある人を取巻く社会情勢、環境などライフスタイ

ルの多様化が進み、地域における自立した生活や社会参加に
対する充実は、幅広い市民からも求められています。 
 私たちの住む小金井市では、平成１８年の障害者自立支援
法施行に対応した身体・知的・精神の障がい者福祉サービス
の充実を図り、平成１９年１２月に障害者就労支援センター
エンジョイワーク・こころを開設するとともに、平成 20年度
に障害者計画を改定し、障がいのある人が地域で生活できる
ための支援体制の充実や、サービス利用に結びついていない
人に対する支援の充実などを進めてきました。 
障害者手帳の所持者数は増加傾向にある中で、学習障害、

注意欠陥多動性障害、高機能自閉症といった新たな障がいへ
の支援策確立が課題となっています。また、障がいのある人
が地域の人々と共に、人格と個性を尊重して支え合いながら
暮らしていけるノーマライゼーションの推進がますます必要
になっています。 
 

■ 現況と課題 
障害障害障害障害はははは疾病疾病疾病疾病やややや事故事故事故事故などさまざまななどさまざまななどさまざまななどさまざまな要因要因要因要因によるものですによるものですによるものですによるものです

がががが、、、、障害障害障害障害のあるのあるのあるのある人人人人などがなどがなどがなどが地域地域地域地域でででで普通普通普通普通にににに生活生活生活生活できるできるできるできるノーマラノーマラノーマラノーマラ
イゼーションイゼーションイゼーションイゼーションのののの    
理念理念理念理念がががが次第次第次第次第にににに普及普及普及普及するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、地域社会地域社会地域社会地域社会においてもにおいてもにおいてもにおいても身身身身

近近近近なななな問題問題問題問題としてとしてとしてとして認識認識認識認識されてきましたされてきましたされてきましたされてきました。。。。    
こうしたなかでこうしたなかでこうしたなかでこうしたなかで、、、、障害障害障害障害のあるのあるのあるのある人人人人のののの自立自立自立自立やややや社会参加社会参加社会参加社会参加をををを支援支援支援支援

するするするする条件整備条件整備条件整備条件整備などなどなどなど、、、、障害障害障害障害のあるのあるのあるのある人人人人がががが快適快適快適快適にくらせるまちづにくらせるまちづにくらせるまちづにくらせるまちづ
くりがくりがくりがくりが求求求求められていますめられていますめられていますめられています。。。。 
 
本市における障害のある人の数は微増傾向にあり、平成

17 年４月１日現在、身体・知的・精神障害者の合計は、2,805 
人となっています。 
ここ数年、障害のある人をめぐる環境はめまぐるしく変

化しており、平成 14 年には精神保健及び精神障害者に関す
る事業の一部が東京都から移譲されました。平成 15 年に
は、障害者福祉サービスが、これまでの行政による「措置
制度」から利用者自らがサービスを選択できる「支援費制

 

・ 子どもが地域のおとな、高齢者などと交流できる場の提
供や活動に対する支援を推進します。 

・ 風俗店の看板や有害図書、薬物などの犯罪や非行の誘惑
のない、子どもや青少年が健やかに育つことのできる地
域環境づくりを推進します。 

（２）地域との連携強化 
・ 子育て家庭や子育てグループ、子ども家庭支援センター

をはじめとする関係機関など、子育てを支援する地域の
ネットワークの充実を図ります。 

・ 子育てや青少年の健全育成を目指すＮＰＯや市民団体の
活動を支援し、活動への市民の利用及びボランティアと
して参加を促進します。 

 

・ 子どもが地域のおとな、高齢者などと交流できる場の提
供や活動に対する支援を推進します。 

・ 風俗店の看板や有害図書、薬物等の犯罪や非行の誘惑の
ない、子どもや青少年が健やかに育つことのできる地域
環境づくりを推進します。 

（２）地域との連携の強化 
・ 子育て家庭や子育てグループ、市および子ども家庭支援

センターをはじめとする関係機関など、子育てを支援す
る地域のネットワークの充実を図ります。 

・ 子育てや青少年の健全育成を目指すＮＰＯ法人や市民
団体の活動などに対しての支援を行います。 
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※この基本計画では「障がい」としていますが、法律名など
固有名詞となっているものは「障害」としています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 施策の方向性 
障がいのある人が尊厳を持ち、安心して、希望を持って社

会生活が営めるよう、障がいのある人などのニーズを十分に
踏まえながらノーマライゼーションの推進を図るとともに、
家族支援を含め、暮らしの保障・支援、教育・保育や障がい
福祉サービスなどの充実により、日常生活を支援します。 
また、障がいの早期発見と療育ができる体制整備や相談機

能の充実を図ります。 
 
■ 主な取組 
１ ノーマライゼーションの推進 

度」へと移行しました。そして、平成16年には障害者基本
法が改正され、障害のある人の自立や社会参加を支援し、
障害のある人の福祉を増進することが国や地方公共団体の
責務とされました。また、難病や児童育成医療に関する申
請事務が市町村に移譲されました。 
さらに、平成 18 年度から「障害者自立支援法」が施行さ

れ、身体・知的・精神の３つの障害を一元化し、同じサー
ビスが受けられるように、それまでのサービスの負担のあ
り方を応能負担から定率負担へと転換することとなりま
す。 
本市においては、平成 14 年に「精神障害者地域生活支援

センター」を、平成 16 年には「障害者地域自立生活支援セ
ンター」を設立するとともに、ＮＰＯや市民グループとの
連携による多様なサービスを展開するなど、地域における
障害者福祉の充実を図ってきました。また、総合的な施策
を展開するため、平成 17 年度から平成 21 年度までを計画
期間とする「小金井市障害者計画」を策定しています。 
今後は、地域の課題に適切に対応し、社会情勢の変化や

障害のある人のニーズ等を十分に踏まえた障害者施策を展
開するとともに、障害のある人もない人も、ともに地域に
おいて分け隔てなく生活することができる社会（ノーマラ
イゼーション社会）を築くことができるよう、障害者福祉
施策を充実する必要があります。 
 
■ 施策の方向性 
障害のある人が、地域社会のなかで尊厳を持ち、自立し

た社会生活が営めるよう社会、経済、文化、スポーツ等あ
らゆる分野の活動に参加できるバリアフリーのまちづくり
の実現をめざします。 
また、障害を早期に発見し、速やかな療育により障害の

程度を軽減できる体制を整備するとともに、障害のある人
が自立した生活をおくれる環境づくりを推進します。 
 
 
１ バリアフリーのまちづくり 
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（１）心のバリアフリー化の推進 
・ ノーマライゼーションの理念の浸透を目指し、各種講座

などによる啓発活動や学校での福祉教育などを推進しま
す。 

・ 研修の実施を通して市職員の障がいのある人に対する理
解をより一層促進し、全庁的にノーマライゼーションの
理念に沿った施策を展開します。 

（２）就労の場の拡充 
 ・  障害者就労支援センターが中心となり、ハローワークな

どの関係機関と連携し、障がいのある人の就労支援及び
就労の場の拡大を図ります。 

・ 福祉共同作業所のあり方を見直し、在宅の心身障がい者
に対する生活指導や作業訓練などの充実に努めます。 

・ 一般就労の困難な重度障がいのある人の福祉的就労の場
として、障害者福祉センターの生活介護の生産活動事業
を充実するとともに、新たな就労の場について検討しま
す。 

・ 就労の困難な障がいのある人に対する民間通所事業への
助成を充実します。また、特別支援学校卒業生などの就
労の場を確保するため、関係機関との調整のもとに雇用
促進対策などに取り組みます。 

（３）交流の促進 
・ 障害者福祉センターを地域に開放し、市民との交流を深

めます。 
・ 関係機関と連携して障がいのある人向け講座などの学習

事業を充実します。 
・ 容易に参加できるスポーツ・レクリエーションや交流の

機会を拡大します。 
 
 
 
 
 
 
 

（１）心のバリアフリー化の推進 
・ ノーマライゼーションの理念の浸透をめざし、各種講座

などによる啓発活動や学校での福祉教育等を推進しま
す。 

・ 研修の実施を通して市職員の障害のある人に対する理
解をより一層促進し、全庁的にノーマライゼーションの
理念に沿った施策を展開します。 

（２）就労の場の拡充 
・ 関係機関と連携し、就労を望む障害のある人の適性と能

力に応じた就労の場の拡大を図ります。 
 

・ 福祉共同作業所のあり方を見直し、在宅の心身障害者に
対する生活指導や作業訓練などの充実に努めます。 

・ 一般就労の困難な障害のある人の福祉的就労の場とし
て、障害者福祉センターの身体障害者授産事業を充実す
るとともに、新たな就労の場について検討します。 

 
・ 就労の困難な知的障害者に対する民間授産事業への助

成を充実します。また、養護学校卒業生等の就労の場を
確保するため、関係機関との調整のもとに雇用促進対策
などに取り組みます。 

（３）交流の促進 
・ 障害者福祉センターを地域に開放し、市民との交流を深

めます。 
・ 関係機関と連携して障害のある人向け講座等の学習事

業を充実します。 
・ 容易に参加できるスポーツ・レクリエーションや交流の

機会を拡大します。 
（４）くらしやすいまちづくり 
・ 駅、道路、公共施設などの環境整備を行うとともに、商

店街や民間施設などにも整備を要望し、障害のある人等
が積極的に社会に出られるまちづくりを進めていきま
す。 

・ 障害のある人等が気軽に外出できるようノンステップ
バス等の導入をバス事業者に要望します。 
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２ 日常生活の支援 
（１）暮らしの保障・支援サービスの充実 
・ 障がい者福祉を総合的に推進する中心拠点として、障害

者福祉センター事業を充実します。 
・ 社会的な自立の保障に向け、所得の確保に努めます。 
 
・ ホームヘルパーの派遣など在宅福祉サービスを充実し、

暮らしの援護を進めます。 
・ 介護者の病気などにより、介護が一時的に困難な心身障

がい者などが短期間入所するショートステイ事業を充実
します。 

・ 精神障がい者などが専任の世話人による日常的援助を受
けながら、地域社会で共同生活を営むグループホームの
運営・充実を支援します。 

（２）教育・保育の充実 
・ 機能回復、言語訓練などの実施により、教育の機会均等

を推進します。 
・ 障がい児保育の拡充、幼稚園への受入れ体制の整備に努

めます。 
（３）サービス供給体制の充実 
・ 在宅福祉サービス供給主体の多元化を進め、きめ細かい

サービス供給を実現します。 
・ 人材養成機関と連携し、市民ボランティアなどの人材養

成、登録体制を整備します。 
・ ＮＰＯやボランティアなどの市民グループのネットワー

ク化を図るなど地域福祉活動を支援します。 
（４）自立支援サービスの充実 
・ 精神障がい者の社会復帰、自立と社会参加の促進を図る

ため、精神障害者地域生活支援センターにおける日常的
な相談体制を確立し、地域交流活動を推進します。 

 
３ 医療との連携 
（１）障がいの早期発見 

・ 災害や緊急時の支援体制及び防犯体制を充実します。 
 
２ 日常生活の支援 
（１）くらしの保障・支援サービスの充実 
・ 障害者福祉を総合的に推進する中心拠点として、障害者

福祉センター事業を充実します。 
・ 社会的な自立の保障に向け、所得保障の確保に努めま

す。 
・ ホームヘルパーの派遣など在宅福祉サービスを充実し、

くらしの援護を進めます。 
・ 介護者の病気などにより、家族での介護が一時的に困難

な心身障害者等が短期間入所するショートステイ事業
を充実します。 

・ 精神障害者が専任の世話人による日常的援助を受けな
がら、地域社会で共同生活を営むグループホームの運
営・充実を支援します。 

（２）教育・保育の充実 
・ 機能回復、言語訓練などの実施により、教育の機会均等

を推進します。 
・ 障害児保育の拡充、幼稚園への受入れ体制の整備に努め

ます。 
（３）サービス供給体制の充実 
・ 在宅福祉サービス供給主体の多元化を進め、きめ細かい

サービス供給を実現します。 
・ 人材養成機関と連携し、市民ボランティアなどの人材養

成、登録体制を整備します。 
・ ＮＰＯやボランティア等の市民グループのネットワー

ク化を図るなど地域福祉活動を支援します。 
 

・ 精神障害者の社会復帰、自立と社会参加の促進を図るた
め、精神障害者地域生活支援センターにおける日常的な
相談体制を確立し、地域交流活動を推進します。 

 
３ 医療との連携 
（１）障害の早期発見 
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・ 新生児の聴覚検査や訪問相談、乳幼児健康診査を通じ、
障がいの早期発見に努めるとともに、在宅障がい者への
支援体制の充実に努めます。 

（２）相談機能の充実 
・ 障害者福祉センターや精神障害者地域生活支援センター

などにおける、生活・福祉に関する相談事業を充実しま
す。 
 

・ 新生児の聴覚検査や訪問相談、乳幼児健康診査を通じ、
障害の早期発見に努めるとともに、在宅障害者への支援
体制の充実に努めます。 

（２）相談機能の充実 
・ 障害者福祉センターや精神障害者地域生活支援センタ

ーなどにおける、生活・福祉に関する相談事業を充実し
ます。 

 

    
【【【【健康健康健康健康・・・・医療医療医療医療】】】】    

第４次基本構想・前期基本計画（案） 第３次基本構想・後期基本計画 備考 

■ 現況と課題 
健康・医療に対する取組を求める声は、従来から強いもの

でしたが、近年、更に高まっており、市政に関する課題の中
でも強いものの１つとなっています。 
私たちの住む小金井市では、食育を推進し、各種健康相談

や健康診査の充実を図り、疾病の予防・早期発見に努め、平
均寿命の長さは全国でもトップクラスとなっています。また、
医療については、一部事務組合の構成団体として昭和病院を
支えるとともに、休日・休日準夜診療を実施し、２４時間 365
日の小児救急外来を確保するため、武蔵野赤十字病院に協力
しています。また、国民健康保険では、健全な運営に努め、
特定健診・保健指導の推進を図っています。 
ライフスタイルの変化に伴い、疾病構造は生活習慣病を中

心とするものに変化しており、今後は健康寿命の延伸に向け
て、健康増進策を進め、地域医療体制の充実やかかりつけ医・
かかりつけ歯科医の普及などを図るとともに、医療に関する
情報提供を充実していくことが課題となっています。国民健
康保険では、今後も無保険者が生じないように図ることが必
要です。 
 
 
 

■ 現況と課題 
これまではこれまではこれまではこれまでは、、、、平均寿命平均寿命平均寿命平均寿命がががが伸伸伸伸びたことがびたことがびたことがびたことが強調強調強調強調されてきましされてきましされてきましされてきまし

たがたがたがたが、、、、これからはこれからはこれからはこれからは生活生活生活生活のののの質質質質をををを重視重視重視重視しししし、、、、長長長長くなったくなったくなったくなった寿命寿命寿命寿命をををを心心心心
身身身身ともにいかにともにいかにともにいかにともにいかに健康健康健康健康にすごすことができるかがにすごすことができるかがにすごすことができるかがにすごすことができるかが重要重要重要重要となっとなっとなっとなっ
ていますていますていますています。。。。    
市民市民市民市民がががが心身心身心身心身ともにともにともにともに豊豊豊豊かですこやかなかですこやかなかですこやかなかですこやかな生活生活生活生活がおくれるようがおくれるようがおくれるようがおくれるよう

保健保健保健保健・・・・医療及医療及医療及医療及びびびび福祉福祉福祉福祉とのとのとのとの連携連携連携連携によるによるによるによる総合的総合的総合的総合的ななななサービスサービスサービスサービスのののの充充充充
実実実実をををを図図図図っていくっていくっていくっていく必要必要必要必要がありますがありますがありますがあります。。。。    
 
医学の進歩に伴う医療技術の高度化・専門化、公衆衛生

の向上等により、近年、医療はめざましい進展を遂げ、住
民の健康水準は改善されてきています。 
今日では、感染症を中心とした急性疾患が減少し、がん、

脳血管疾患、心疾患、糖尿病等が増加するとともに、これ
らの疾患が高齢者だけではなく若年層にも及ぶなど、疾病
構造の変化が見られます。 
また、急速な少子化の進行に伴い、地域における産科・

小児科の医師等が減少する一方で、母体と胎児や新生児を
対象とする医療需要が増加するなど、母子医療をとりまく
環境も大きく変化しています。さらに、平成17 年７月に食
育基本法が施行され、心の健康や正しい食生活とあわせて、
心身のバランスを保つことが真の健康づくりに不可欠とな
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■ 施策の方向性 
市民自らが健康の保持と増進を図れるよう、健康教育や食

育、健康相談などを充実するとともに、健康診査や予防接種
などにより、疾病の早期発見と予防に努めます。 
また、医療機関との連携と協力体制のもと、地域医療体制

及び情報提供の充実やかかりつけ医・かかりつけ歯科医の普
及を進めるとともに、福祉との連携を図り、だれもが安心し
て暮らせるよう、医療保障制度の拡充に努めます。 
 
■ 主な取組 
１ 保健活動の充実 
（１）健康教育の充実 
・ 市民の健康づくりのため、母子保健、生活習慣病の予防、

健康増進など、健康に関する事項について正しい知識の

っています。 
本市では、成人保健はもとより、平成９年に地域保健法

が施行されたことに伴い移管された母子保健事業もあわせ
た、生涯を通じた健康づくりのために、一貫した保健サー
ビス事業の充実に取り組んできました。また、平成15 年５
月に施行された健康増進法に基づき、公共施設内の全面禁
煙の実施、路上禁煙地区の指定を行いました。今後は、市
民や事業所の理解と協力を得ながらマナーやモラルの向上
に努め、市民の健康増進をより一層すすめる必要がありま
す。 
医療体制については、一次医療（予防・通院）から二次

医療（入院）、さらに三次医療（高度専門医療）へとつな
げる医療機関の適正配置の整備が行われており、地域医師
会等関係機関の協力により充実しつつあります。 
健康は、市民一人一人にとって、かけがえのない財産で

あり、幸せな生活を営むための基礎となるものです。保健・
医療に対する市民ニーズはますます多様化・高度化するこ
とが予想されますが、市民が必要に応じて適切な保健サー
ビスを享受できるよう今後とも保健事業や施設の充実を図
っていく必要があります。 
 
■施策の方向 
市民自らが健康の保持と増進が図られるよう健康教育や

健康相談等を充実・強化し、健康診査や予防の充実によっ
て、疾病の早期発見・早期治療に努めます。 
また、医療機関との連携と協力体制のもとに、かかりつ

け医制度の充実を図るとともに、初期医療体制を整備しま
す。 
 
 
 
１ 保健活動の充実 
（１）健康教育の充実 
・ 市民の健康づくりのため、生活習慣病、女性の健康支援

など、テーマ別の講習会や各種教室を充実します。 
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普及を図るため、テーマ別の講習会や各種教室を充実し
ます。 

（２）食育の充実 
【拡】食育基本法に基づき、食生活や栄養に関する情報の提供

を充実させ、健康的な食生活の実践や地域における食育活
動など市民自らの意思で行う活動の支援に努めます。 

（３）健康相談の充実 
・ 市民の健康相談に迅速・的確に対応できるよう保健師、

歯科衛生士、管理栄養士などによる相談体制を充実しま
す。 

・ 子育てや労働などの様々な原因による心の病への対策と
して、相談事業などを充実します。 

（４）疾病の予防・健康診査の充実 
・ 乳幼児から高齢者まで、各年齢層に応じた疾病の予防・

早期発見の機会の提供として、各種検診・健康診査を充
実します。 

・ 生活習慣病の予防のため、特定健診・保健指導を充実し
ます。 

・ 母子の健康の保持及び増進を図るため、健康診査などを
通して母子保健事業の向上に努めます。 

・ 医師会などと連携し、年間を通じて、いつでも予防接種
を受けられるよう体制の充実を図ります。 

・ 歯と口腔の健康のため、乳幼児期からの歯の健康を保つ
ための支援を行うとともに、８０歳で２０本以上の自分の
歯を有する市民の増加を目指します。（8020運動） 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 医療体制の充実 
（１）地域医療体制の充実 

 
 
 
・ 食育基本法に基づき、食生活や栄養に関する情報の提供

に努めます。 
 
（２）健康相談の充実 
・ 市民の健康相談に迅速・的確に対応できるよう保健師、

歯科衛生士、管理栄養士等と連携し、相談体制を充実し
ます。 

・ 子育てや労働等の様々な原因による心の病への対策と
して、相談事業などを充実します。 

（３）疾病の予防・健康診査の充実 
・ 乳幼児から高齢者まで、各年齢層に応じた疾病の予防・

健康診査を充実します。 
 
・ 母子保健対策、生活習慣病予防対策、健診機会の少ない

自営業・専業主婦等の健康増進事業を充実します。 
 
 
・ 医師会等と連携し、年間を通じて、いつでも予防接種を

受けられるよう体制の充実を図ります。 
 
 
 
（４）喫煙対策の推進 
・ 健康増進法に基づく路上禁煙地区などの喫煙対策につ

いて、広報活動を充実するとともに路面表示等による周
知を図ります。 

・ 喫煙への対策について、事業所等に対する指導を行うと
ともに、市民に対するマナーやモラルの向上を図るた
め、キャンペーンやイベントなどを行います。 

 
２ 医療体制の充実 
（１）保健福祉総合センターの設置 
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・ 疾病の早期発見から健康増進まで、各年齢層に応じた保
健サービスの実施拠点となる保健福祉総合センターの設
置を検討します。 

 
・ 地域の医療機関（医師会、歯科医師会、薬剤師会）の協力

を得ながら、小児救急体制を含めた救急医療体制、休日診
療・休日準夜診療体制を維持し、医療機関の情報提供など
を充実します。 

（２）かかりつけ医・かかりつけ歯科医の普及 
・ 医療機関との連携・協力のもと、各種の保健・医療サー

ビスを身近な所で提供する、かかりつけ医・かかりつけ
歯科医の普及を図ります。 

（３）福祉との連携 
・ 保健・医療と福祉を統合化したサービスを提供できるシ

ステムの整備を図ります。 
 

 

 

 

 

 

 
 
３ 医療保障制度の充実 
（１） 医療保障制度・医療費助成制度の充実 
・ 被保険者である市民の健康増進を図り、保険税・保険料

の徴収率向上などの財源確保に努め、国民健康保険及び
高齢者の医療制度の健全な運営を推進します。 

・ 社会的・経済的条件にかかわらず、すべての市民が地域
のなかで、安心して医療を受けることができるよう、国
や東京都に対し要望します。 

 

・ 疾病の早期発見から健康増進まで、各年齢層に応じた保
健サービスの実施拠点となる保健福祉総合センターの
設置を検討します。 

（３）緊急時医療の充実 
・ 地域の医療機関（医師会、歯科医師会、薬剤師会）の協

力を得ながら、小児救急体制を含めた救急医療体制、休
日診療・休日準夜診療などの整備・充実を図ります。 

 
（４）かかりつけ医制度の充実 
・ 医療機関との連携・協力のもと、各種の保健・医療サー

ビスを身近な所で提供する、かかりつけ医制度の充実を
図ります。 

（２）福祉との連携 
・ 保健・医療と福祉を統合化したサービスを提供できるシ

ステムの整備を図ります。 
（３）緊急時医療の充実 
・ 災害時に診療や医薬品の供給が速やかに確保できるよ

う医師会、歯科医師会、薬剤師会と連携し、体制を整備
します。 

（５）相談体制の充実 
・ 保健・医療の各分野にわたる総合的な相談ができる窓口

体制の充実を図ります。 
 
３ 医療保障制度の拡充 
（１） 医療助成の継続 
 
 
 
・ 社会的・経済的件にかかわらず、すべての市民が地域の

なかで、一定の医療を受けることができるよう医療費助
成事業を継続します。 

 
（２）医療補助の充実 
国や東京都に対し、高額医療費、療養給付費の公的負担率
の引き上げなどを要望します。 
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